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1．       の連結業績 (           ～           )15年 3月 期 平 成14年 4月 1日 平 成15年 3月31日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期       12,781    △9.2         295－          205－

14年 3月期       14,081     3.5        △609 －         △736 －

１株当たり 総 資 本 売 上 高潜在株式調整後 株 主 資 本当 期 純 利 益
当期純利益 1株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
15年 3月期          △19 －          △0.89     △0.1     0.7     1.6

14年 3月期       △1,197－         △48.99 －     △7.4    △2.3    △5.2

(注 )1.持分法投資損益 15年 3月 期 百万円 14年 3月 期 百万円－
2.期中平均株式数(連結) 15年 3月 期     24,423,981株 14年 3月 期     24,439,464株
3.会計処理方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
      27,759       15,478     55.8        634.1615年 3月期

      30,990       15,652     50.5        640.5814年 3月期

(注 )期末発行済株式数 (連結 ) 15年 3月 期     24,404,602株 14年 3月 期     24,434,935株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
       1,221        △440       △1,697          96015年 3月期

14年 3月期          856      △2,499         △397        1,892

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項

連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    4     0     0

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    0     0     0     0

2．      の連結業績予想 (           ～           )16年 3月期 平 成15年 4月 1日 平 成16年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円
中 間 期        5,700           90           40

通 期       11,800          230          120

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           4円 91銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業
　 績 は 、 さ ま ざ ま な リ ス ク 要 因 や 不 確 実 な 要 素 に よ り 、 記 載 の 予 想 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
※ 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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 (東海リース株式会社) 

添付資料 

１ ． 企 業 集 団 の 概 況  
当社の企業集団は当社及び子会社８社(平成１５年３月３１日現在)で構成されており、当グループが営んでいる主な事
業内容は、仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という単一の事業であり、

各会社の当該事業部門等との関連は、次のとおりであります。 

 
仮設建物リース及び販売  主に連結子会社である東海ハウス㈱より完成された仮設建物部材を当社が仕入し、各ユー

ザーへリース並びに販売を行っております。 
なお、連結子会社である福州榕東活動房有限公司や北京榕東活動房有限公司からも、一部

仕入を行っております。また、非連結子会社である福州榕東非金属鉱産品有限公司から、

建築用石材を仕入し、各ユーザーへ販売を行っております。 

 
什器備品リース及び販売  仮設建物等に付随する什器備品類を連結子会社である日本キャビネット㈱が、当社へリー

ス並びに販売しており、当社が、各ユーザーへリース並びに販売を行っております。 

 
ユニットハウスリース及    ユニットハウスや仮設建物に付随する衛生用移動建物（トイレ棟・フロ棟）のリース並び 
び販売 に販売は主に他業者から仕入を行い、各ユーザーへリース並びに販売を行っております。 

 
【事業系統図】 
                                     （ユ ー ザ ー） 

 
 
 

東 海 リ ー ス （ 株 ） 

 
 
 

東海ハウス（株） 日本キャビネット（株） 

 

 

 

 福州榕東活動房有限公司 
北京榕東活動房有限公司 

 
 仮設建物部材・ 什器備品の 仮設建物部材の製造 

 ユニットハウスの製造 リース及び販売 

 
 
 

福州榕東非金属鉱産品有限公司 

 
 非金属鉱産品の生産 
 建築用石材の販売 
 仮設建物部材の製造 

 

 

(注)  連結子会社 

 

  非連結子会社 

西安榕東活動房有限公司 
州榕東活動房有限公司 
上海榕東活動房有限公司 
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(東海リース株式会社) 

 
２．経  営  方  針 

 
１）経営の基本方針 

 
当社は、オペレーティングリース会社として、お客さまに優秀な品質、優れた技術、行き届いたサービス等による顧客

満足を提供し、その結果として、安定した業績と適正な利益を確保することを経営の基本としています。なお、当社が主

業務とする仮設建物リースを中心とした事業活動を通じて、社会的貢献を果たすことを目指しております。 
また、オペレーティングリース業として、最近の環境問題にも配慮し、廃材を抑え、繰り返しリース供給できる商品を

開発し市場に提供することが、当社の社会的存在意義ととらえております。 

こうした方針のもと、市場の冷え込みと金融システム等の不透明な厳しい現在の経営環境下において、単なる売上の量

的拡大による収益の回復を目指すのではなく、運営の効率化とコスト削減を主とした採算性重視の経営に徹し、中長期を

展望したプロジェクトを特に強化し、以下の三つを重点課題として鋭意取組んでいます。 

 
① 新商品の開発と商品及び施工技術の品質改善 

 
② 全事業所の運行機能とシステム資質の尖鋭化 

 
③ 原価の徹底追及による利益の確保 

 
 
 
２）利益配分に関する基本方針 

 
配当につきましては、株主様に対する利益還元を経営の最重要課題の一環として位置付けており、今後の収益予想及び

経営基盤等を勘案しながら、中長期的視点に立脚した安定配当の継続を基本方針としております。 
平成５年３月期（第２５期）以降、平成１１年３月期（第３１期）まで、１株につき年１５円（中間期７ .５円、期末期
７.５円）の配当を上記の方針に基づき７期継続して実施してまいりました。 
しかしながら、当期純損失７０百万円となったことを踏まえ、今後の経営環境を勘案した結果、誠に遺憾ながら、当期

末の配当は見送ることとさせていただく予定であります。 

 
 
３）対処すべき課題 

 
今後の経済の見通しにつきましては、企業収益は改善されつつあるものの、大半がリストラによる人件費削減等による

ものであり、株価不安の影響もあり、本来の業績回復にはほど遠い状況が続くものと予想されます。 
仮設建物リース業界も、公共投資や、設備投資が依然として低調な状況のなかにあって、さらなる緊張を必要とする情

勢が続くものと思われます。 
このような市場環境にあって、当社グループは当期から実行しております中期事業戦略を強固に推し進め、さらには、

役員報酬の一部カット等、より一層のコストダウンと組織体制の再構築による運営の効率化をはかり、全当社グループを

挙げて業績の回復に邁進し、恒久的な黒字体質の定着を目指してまいる所存でございます。 

 
 
４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図るため、当期（平成１４年７月）より、常勤監査役による執行監査体制の

強化に取り組んでおります。また、「業務基準・業務取扱細則規程改制推進委員会」を発足させ、全部署の末端に至る迄、

業務規程と取扱細則の改制と、運行の定着を図っております。 
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 (東海リース株式会社) 
３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  

 
１）経営成績 

 
①当期の業績について 
当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな改善を続けてきたものの、米国を中心とする海外経済の不透明感の

強まりや、株価下落の影響などから輸出・生産体制の鈍化を招き、物価の下落や企業収益の減少が続き、デフレ経済が

一段と進行する中、雇用者一人当たりの賃金の伸び率はマイナスが予想される程の雇用環境の悪化と、所得の減少にと

もなう個人消費の低迷が先行きの不安感を増幅させる状況で推移いたしました。 
仮設建物リース業界も、公共投資の減退や、企業の設備投資に対する姿勢が一層慎重さを増す中、建設業界の長引く

不振と相まって、依然として厳しい状況下に置かれました。 
このような状況のもとで当社グループは、当期から大幅な事業戦略の見直しを行いました。 
営業活動におきましては、顧客満足度の向上を目指して、ここ数年来、積極的にリース商品のモデルチェンジに取り

組んできた結果、仮設建物部材がそのカテゴリー以上の高い耐久性と優れた居住性を獲得できたことを背景に、リース

商品の一部について耐用年数の見直しを行い、収益と費用の適正化を図りました。 
また、営業利益の改善を最重要課題とし、ユニットハウスや仮設建物に付随する精密機器等の付帯リース商品の全国

直営供給体制を確立し、売上高の増大による業績の回復を目指すのではなく、外注費への依存を抑えた採算性重視の受

注活動に努めました。 
リース生産部門におきましても、これらの状況を踏まえ、リース諸原価の徹底した見直しを行い、リース商品の新規

取得を前期の２分の１以下に抑え、キャッシュ・フローの改善に努めるとともに、固定費の圧縮と、メンテナンス費用

をはじめとする間接経費についても削減することができました。 
さらに、海外市場活動につきましては、中華人民共和国において昭和６３年から順次設立した６社の合弁会社（榕東

活動房集団公司）が高成長を続け、中国国内経済や、社会資本の整備による建設ラッシュに支えられて、順調に発展し

ております。 
以上の結果、当連結会計年度の売上高は１２，７８１百万円（前年同期比９．２％減）となりました。損益面につき

ましては、経常利益は２０５百万円（前年同期は７３６百万円の経常損失）となり、５年ぶりに黒字を達成することが

できましたが、投資有価証券評価損９５百万円を特別損失に計上した結果、当期純損失は１９百万円（前年同期比９８．

５％減）となりました。 

 
②セグメント別の状況に関する分析 

 
当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という単一の事

業を営んでおります。 
また、オペレーティングリース会社として、商品の賃貸だけではなく製造、運送、工事、補修も含めたトータル的な

サービスを提供しており、事業のセグメントは単一と判断しております。 

 
 
③次期の見通し  
次期の業績につきましては、厳しい経営環境下ではありますが、当期から実行しております中期事業戦略を継続しつ

つ、人件費の削減等、より一層のコストダウンにより損益面での改善を見込んでおり、次期の連結業績は売上高１１８

億円、経常利益２億３千万円、当期純利益１億２千万円を予想しております。 
また、配当金につきましては、財務体質の強化に努め、内部留保の充実を図るため、見送りとさせていただく予定で

あります。 
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 (東海リース株式会社) 

 
２）財 政 状 態 
（キャッシュ・フロー分析） 
オペレーティングリース会社である当社グループは、営業用資産であるリース用資産の取得を、投資活動によるキャ

ッシュ・フローと位置づけております。一方、リース用資産の減価償却費は非資金取引として営業活動によるキャッシ

ュ・フローの減価償却費に含めて記載しております。  
当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは税金等調整前当期純利益５４百万円となりましたが、非資金

取引である減価償却費１，４６９百万円等を除くと、前連結会計年度より３６４百万円増加し、１，２２１百万円の収

入となりました。 
投資活動によるキャッシュ・フローは４４０百万円の支出となり、前連結会計年度より２，０５８百万円の支出が減

少しましたが、主としてリース用資産の取得による支出が１，３２０百万円減少したことによるものであります。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮に努め、長期借入れによる収入が前連結会計年度より１，

００４百万円減少したため、全体として前連結会計年度より１，３００百万円支出が増加し、１，６９７百万円の支出

となりました。 
以上の結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度末残高より９３１百万円減少し、９

６０百万円となりました。 

 
なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 

 平成 12年 3月期 平成 13年 3月期 平成 14年３月期 平成 15年 3月期 

自己資本比率 ５３．６％ ５０．３％ ５０．５％ ５５．８％ 

時価ベースの 
自己資本比率 

１３．６％ １１．８％ ９．２％ ７．５％ 

債務償還年数 １７．５年 １１．４年 １０．０年 ５．６年 

インタレスト・ 
カバレッジ・ 
レシオ 

３．４ ４．４ ４．８ ７．５ 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
（注）１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
２．株式時価総額は、期末時価終値×期末発行済株式数により算出しております。 
３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用してお

ります。 
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(東海リース株式会社) 
４．連  結  貸  借  対  照  表 

（単位：百万円） 

期 別 

 
科 目 

当連結会計年度 

 
平成１５年３月３１日 

前連結会計年度 

 
平成１４年３月３１日 

増      減 

  （資   産   の   部）    

流 動 資 産 ９，２９５ １１，４４８ △２，１５２ 

現金及び預金 

 
受取手形及び売掛金 

 
たな卸資産 

 
繰延税金資産 

 
その他 

 
貸倒引当金 

 

 
※4 

 
 
 
 
 
 
 
 

１，３７６ 

 
７，３３０ 

 
３０８ 

 
１７ 

 
３１１ 

 
△４７ 

２，８６１ 

 
７，９７４ 

 
４００ 

 
３２ 

 
２００ 

 
△２０ 

△１，４８５ 

 
△６４３ 

 
△９１ 

 
△１４ 

 
１１０ 

 
△２７ 

固 定 資 産 １８，４５４ １９，５２２ △１，０６７ 

有形固定資産  ※1 １６，８６０ １７，７０６ △８４５ 

リース用資産 

 
建物及び構築物 

 
機械装置及び運搬具 

 
土地 

 
建設仮勘定 

 
その他 

 
 
※3 

 
 
 
※3 

 
 
 
 

７，９０８ 

 
３，５４７ 

 
３８８ 

 
４，９８１ 

 
０ 

 
３４ 

８，４４６ 

 
３，７７１ 

 
４６９ 

 
４，９６９ 

 
１２ 

 
３６ 

△５３８ 

 
△２２３ 

 
△８１ 

 
１２ 

 
△１１ 

 
△２ 

無形固定資産   ２２８ ２６５ △３７ 

投資その他の資産   １，３６５ １，５５０ △１８５ 

投資有価証券 

 
繰延税金資産 

 
その他 

※3 

 

 
 
※2 

２１６ 

 
４７ 

 
１，１０１ 

３３９ 

 
５４ 

 
１，１５６ 

△１２３ 

 
△６ 

 
△５５ 

繰 延   資 産 ９ １９ △９ 

    

資 産 合 計 ２７，７５９ ３０，９９０ △３，２３０ 
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 (東海リース株式会社) 
                                                                  （単位：百万円） 

期 別 

 
科 目 

当連結会計年度 

 
平成１５年３月３１日 

前連結会計年度 

 
平成１４年３月３１日 

増      減 

（負 債 の 部）    

流 動 負 債 ６，０３６ ８，３０６ △２，２６９ 

支払手形及び買掛金 
短期借入金 
未払法人税等 
繰延税金負債 
前受リース収益 
賞与引当金 
設備支払手形 
その他 

 
※3 

 
 
 
 
 
 

１，９９９ 
１，５２９ 
５６ 
１ 

１，９４５ 
２２ 
１６ 
４６６ 

２，３９３ 
２，３６０ 
３７ 
１ 

２，５６０ 
１１１ 
３３６ 
５０６ 

△３９３ 
△８３０ 
１８ 
― 

△６１４ 
△８８ 
△３２０ 
△４０ 

固 定 負 債  ５，５７４ ６，３６８ △７９３ 

社債 
長期借入金 
繰延税金負債 
退職給付引当金 
その他 

※3 
※3 

 
 
 

３，６００ 
１，７３９ 
２９ 
１６３ 
４２ 

３，６００ 
２，５８６ 
３１ 
９４ 
５５ 

― 
△８４７ 
△２ 
６８ 
△１２ 

負 債 合 計   １１，６１１ １４，６７４ △３，０６２ 

（少 数 株 主 持 分）     

少数株主持分 ６６９ ６６３ ６ 

（資 本 の 部）     

資本金 ― ６，９２９ △６，９２９ 

資本準備金 ― ６，５６６ △６，５６６ 

連結剰余金 ― ２，２５２ △２，２５２ 

その他有価証券評価差額金 ― △３６ ３６ 

為替換算調整勘定 ― △５８ ５８ 

自己株式 ― △０ ０ 

資 本 合 計  ― １５，６５２ △１５，６５２ 

資本金 ※5 ６，９２９ ― ６，９２９ 

資本剰余金 ６，５６６ ― ６，５６６ 

利益剰余金 ２，２０４ ― ２，２０４ 

その他有価証券評価差額金 △６５ ― △６５ 

為替換算調整勘定 △１５２ ― △１５２ 

自己株式 ※6 △３ ― △３ 

資 本 合 計  １５，４７８ ― １５，４７８ 

負債、少数株主持分及び資本合計 ２７，７５９ ３０，９９０ △３，２３０ 

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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 (東海リース株式会社) 
５．連  結  損  益  計  算  書 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 
自 平成１４年 ４月 １日 
至 平成１５年 ３月３１日 

前連結会計年度 
自 平成１３年 ４月 １日 
至 平成１４年 ３月３１日 

期 別 

 
 

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 

増 減 

 
売 上 高 
売 上 原 価 

 
12,781 

9,864 

％ 

100.0 
77.2 

 
14,081 
11,779 

 
100.0 

83.6 

 
△1,300 
△1,915 

売 上 総 利 益 2,916 22.8 2,301 16.4 614 

販売費及び一般管理費 ※1、2 2,621 20.5 2,911 20.7 △290 

営業利益又は営業損失（△） 295 2.3 △609 △4.3 905 

営業外収益 
（ 受取利息      ） 
（ 受取配当金     ） 
（ その他       ） 

85 
（    0 ） 
（   36 ） 
（   48 ） 

0.7 
（  0.0 ） 

 （  0.3 ） 
（  0.4 ） 

70 
（    2 ） 
（   31 ） 
（   35 ） 

0.5 
（  0.0 ） 
（  0.2 ） 
（  0.3 ） 

15 
（   △1 ） 
（    4 ） 
（    13 ） 

営業外費用 
（ 支払利息      ） 
（ その他       ） 

  175 
（   164 ） 
（   10 ） 

1.4 
（  1.3 ） 
（  0.1 ） 

197 
（   177 ） 
（   19 ） 

1.4 
（  1.3 ） 
（  0.1 ） 

△21 
（  △12 ） 
（    △8 ） 

経常利益又は経常損失（△） 205 1.6 △736 △5.2 942 

特別損失 
（ 固定資産除却損   ）※3 

（ 投資有価証券評価損 ） 
（ 関係会社出資金売却損） 
（ 役員退職金     ） 

151 
（   25 ） 

（    95 ） 
（    1 ） 
（   29 ） 

1.2 
（  0.2 ） 

（  0.8 ） 
（  0.0 ） 
（  0.2 ） 

390 
（   45 ） 

（   333 ） 
（   ― ） 
（   11 ） 

2.8 
（  0.3 ） 

（  2.4 ） 
（   ― ） 
（  0.1 ） 

△239 
（  △20 ） 

（  △238 ） 
（    1 ） 
（   17 ） 

税金等調整前当期純利益又は 
当期純損失（△） 
法人税、住民税及び事業税 
法人税等調整額 

 
54 

         57 
        19 

 
0.4 
0.4 
0.1 

 
△1,127 

47 
△7 

 
△8.0 

0.3 
△0.0 

 
1,181 

9 
27 

少数株主利益 
当期純損失 

2 
         19 

0.0 
△0.1 

（減算）29 

1,197 
0.2 
△8.5 

△32 
△1,177 

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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 (東海リース株式会社) 
６．連  結  剰  余  金  計  算  書 

（単位：百万円） 

当連結会計年度 
自 平成１４年 ４月 １日 
至 平成１５年 ３月３１日 

前連結会計年度 
自 平成１３年 ４月 １日 
至 平成１４年 ３月３１日 

期 別 

 
 
科 目 金 額 金 額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高  ―  ３，６１１ 

 
Ⅱ 連結剰余金減少高 

 
１．連結子会社の増加による減少額 

 
２．配当金 

 
３．役員賞与 
（うち監査役賞与） 

 
４．その他の減少高 

 
 
 
― 

 
― 

 
― 

（  ― ） 

 
― 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
― 

 
 
 
２３ 

 
１２２ 

 
３ 

（  ― ） 

 
１３ 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

１６１ 

Ⅲ 当期純損失  ―  １，１９７ 

Ⅳ 連結剰余金期末残高  ―  ２，２５２ 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高  ６，５６６  ― 

Ⅱ 資本剰余金増加高  ―  ― 

Ⅲ 資本剰余金減少高  ―  ― 

Ⅳ 資本剰余金期末残高  ６，５６６  ― 

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高  ２，２５２  ― 

Ⅱ 利益剰余金増加高  ―  ― 

 
Ⅲ 利益剰余金減少高 

 
1．役員賞与 
（うち監査役賞与） 

 
２．当期純損失 

 
３．その他減少高 

 
 
 
４ 

（  ― ） 

 
１９ 

 
２４ 

 
 
 

 
 
 
 
 
４８ 

 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
― 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  ２，２０４  ― 

     
（注） １．その他の減少高は、中華人民共和国所在の子会社における「従業員奨励及び福利基金等」への振替額等であります。 
２．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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 (東海リース株式会社) 
７．連  結  キ  ャ ッ シ  ュ ・  フ ロ  ー 計 算  書  （単位：百万円） 

当連結会計年度 
自 平成１４年 ４月 １日 
至 平成１５年 ３月３１日 

前連結会計年度 
自 平成１３年 ４月 １日 
至 平成１４年 ３月３１日 

期 別 

 
 
科 目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益又は当期純損失 (△) 
減 価 償 却 費 
有 形 固 定 資 産 除 却 損 
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 ) 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
投 資 有 価 証 券 評 価 損 
リース用資産の中古販売による売上原価  
為 替 差 益 
売 上 債 権 の 減 少 額  
た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ）  
そ の 他 資 産 の 増 減 額 ( △ は 増 加 ) 
仕 入 債 務 の 減 少 額  
前 受 リ ー ス 収 益 の 減 少 額 
役 員 賞 与 の 支 払 額  
そ の 他 負 債 の 減 少 額 

５４ 
１，４６９ 
２５ 
２４ 

△８８ 
６８ 
△３６ 
１６４ 
９５ 
５５ 
１ 
６２８ 
８３ 
△１０５ 
△４０２ 
△６０８ 
△６ 
△３１ 

 △１，１２７ 
１，９９０ 
４５ 
２ 

２ 
５６ 
△３４ 
１７７ 
３３３ 
７７ 
△６ 
６９８ 
△２６ 
２４ 

△１，０３７ 
△６１ 
△５ 
△１ 

小 計 １，３９０ １，１０７ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額  

２８ 
△１６２ 
△３５ 

６ 
△１７９ 
△７７ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，２２１ ８５６ 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
定 期 預 金 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 払 戻 し に よ る 収 入 
リ ー ス 用 資 産 取 得 に よ る 支 出 
社 用 資 産 の 購 入 
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  

関 係 会 社 出 資 金 の 減 少 額 
そ の 他 投 資 等 の 減 少 額 

△４２６ 
９７４ 

△１，０８０ 
△１４ 
△１ 

５４ 
５２ 

△９８１ 
９３７ 

△２，４０１ 
△６１ 
△０ 

― 
８ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △４４０ △２，４９９ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短 期 借 入 金 の 増 減 額 ( 純 額 ) 

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 ( 純 額 ) 
配 当 金 の 支 払 額 
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 

△３００ 

５４６ 
△１，９２２ 
△３ 
△１１ 
△６ 

３００ 

１，５５０ 
△２，１０２ 

０ 
△１３６ 
△７ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △１，６９７ △３９７ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △１４ １６ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △９３１ △２，０２２ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 １，８９２ ３，８４６ 

Ⅶ 連結会社の増加に伴う現金及び現金同等物の

期首残高加算額 
― ６８ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ９６０ １，８９２ 
（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 



 －11－

 (東海リース株式会社) 
  連結財務諸表作成のための基本となる事項  
１．連結の範囲に関する事項 
連 結 子 会 社 ４社 日本キャビネット株式会社、東海ハウス株式会社 

 福州榕東活動房有限公司（中華人民共和国福州市） 
 北京榕東活動房有限公司（中華人民共和国北京市） 

 
非連結子会社 ４社 福州榕東非金属鉱産品有限公司（中華人民共和国福州市） 

 西安榕東活動房有限公司（中華人民共和国西安市） 
 州榕東活動房有限公司（中華人民共和国 州市） 
 上海榕東活動房有限公司（中華人民共和国上海市） 

（小規模子会社であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、除外しております） 

 
２．持分法の適用に関する事項 
持分法非適用の非連結子会社 ４社 
（小規模子会社であり、連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、除外しております） 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、福州榕東活動房有限公司及び北京榕東活動房有限公司の決算日は１２月３１日であります。 
連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①た な 卸 資 産 ― 主要資材は総平均法による原価法によっております。 
 未成工事支出金は個別原価法によっております。 

 その他のたな卸資産は最終仕入原価法によっております。 
②その他有価証券 ― 時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 

（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動

平均法により算定しております。） 
 時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっております。 

 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産の減価償却の方法 
リース用資産 ― 定額法によっております。なお、リース用資産のうち仮設建物及びユニットハウスの耐用

年数については、従来、法人税法の規定に従い、一律７年を用いておりましたが、当連結

会計年度から構造・材質に応じて７～１６年に変更しました。この変更により、当連結会

計年度の減価償却費は ５６３百万円少なく計上されており、経常利益及び税金等調整前当
期純利益は同額多く計上されております。この変更は当連結会計年度において実施してい

る中期事業戦略の見直しの一環として、受注価格に重要な影響を及ぼす諸リース原価項目

を見直すなかで決定されたものであり、ここ数年間のモデルチェンジ等に伴う仮設建物及

びユニットハウスの耐久性の著しい向上を反映したものであります。 
社 用 資 産 
建 物 ― 国内の連結会社については法人税法に規定する方法による定額法によっており、中華人民共

和国所在の連結会社については同国の外商投資企業会計制度に規定する定額法によっており

ます。 
建物以外の社用資産  ― 国内の連結会社については法人税法に規定する方法による定率法によっており、

中華人民共和国所在の連結会社については同国の外商投資企業会計制度に規定す

る定額法によっております。 

 
（３）無形固定資産 

法人税法に規定する方法による定額法を採用しております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づく定額法によっており

ます。 

 



 －12－ 

(東海リース株式会社) 
（４）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主に貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の個別債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
②賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 
③退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 
なお、会計基準変更時差異（４０６百万円）については、１５年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に基づく定率法に

よりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

 
（５）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準  
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、

在外子会社等の資産・負債・収益及び費用は決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における

為替換算調整勘定に含めております。 

 
（６）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
（７）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
連結調整勘定の償却については、発生日以降５年間の均等償却を行うこととしております。ただし、金額僅少のものは

一括償却することとしております。 

 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に
換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 
（会計方針の変更） 
１）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 
当連結会計年度から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第 1 号）を適用しておりま
す。これによる当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 
２）１株当たり当期純利益に関する会計基準等 
当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 
これによる影響は軽微であります。 
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 (東海リース株式会社) 
  注  記  事  項   
   （連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 
平成１５年３月３１日 

前連結会計年度 
平成１４年３月３１日 

※１．有形固定資産の減価償却累計額１２，５４１百万円 

 
※２．非連結子会社に係る注記 
非連結子会社に対するものは次のとおりであります。 

 
出 資 金 ８５０百万円 

 
※３．担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産  （帳簿価額） 
建 物 ３，１７９百万円 
土 地 ４，０５７百万円 

投資有価証券 １００百万円 
計 ７，３３６百万円 

 
担保されている債務 
社 債 ３，６００百万円 
長 期 借 入 金 １，５４２百万円 
短 期 借 入 金 １，３３５百万円 
計 ６，４７８百万円 

 
 
 
 
 
 
 

 
※５．当社の発行済株式総数は、普通株式２４，４４２千株

であります。 

 
※６．連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式３７，

３９８株であります。 

 
７．受取手形裏書譲渡高は４８８百万円であります。 
受取手形割引高は９１百万円であります。 

 

※１．有形固定資産の減価償却累計額１１，２９４百万円 

 
※２．非連結子会社に係る注記 
非連結子会社に対するものは次のとおりであります。 

 
出 資 金 ８６０百万円 

 
※３．担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産  （帳簿価額） 
建 物 ３，３４１百万円 
土 地 ４，０５７百万円 

投資有価証券 １６８百万円 
計 ７，５６７百万円 

 
担保されている債務 
社 債 ３，６００百万円 
長 期 借 入 金 ２，４０５百万円 
短 期 借 入 金 １，７２３百万円 
計 ７，７２９百万円 

 
※４．連結会計年度末日満期手形の処理 
連結会計年度末日満期手形は手形交換日をもって決済

処理しております。従って、当連結会計年度末日は、

金融機関の休日のため、受取手形３３百万円、受取手

形裏書譲渡高３７百万円、割引手形２２百万円を、４

月 1日に決済処理しております。 

 
 
 
 
 
 
 
７．受取手形裏書譲渡高は６１８百万円であります。 
受取手形割引高は１０６百万円であります。 
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(東海リース株式会社) 
   （連結損益計算書関係） 

当連結会計年度 
自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

前連結会計年度 
自 平成１３年４月 １日 
至 平成１４年３月３１日 

※１．販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額は次

のとおりであります。 
給料 １，１２５百万円 
賞与引当金繰入額 ２百万円 
退職給付引当金繰入額  ８９百万円 
地代家賃 ２６０百万円 
減価償却費 ２０百万円 

 
※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は

該当ありません。 

 
※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

リ ー ス 用 資 産 ２４百万円 
そ の 他 １百万円 
計 ２５百万円 

※１．販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額は次

のとおりであります。 
給料 １，１７２百万円 
賞与引当金繰入額 ６０百万円 
退職給付引当金繰入額  ８３百万円 
地代家賃 ２７８百万円 
減価償却費 １７百万円 

 
※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は

該当ありません。 

 
※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

リ ー ス 用 資 産 ３５百万円 
そ の 他 １０百万円 
計 ４５百万円 

 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１３年４月 １日 
至 平成１４年３月３１日 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
  （平成１５年３月３１日現在） 
現金及び預金勘定 １，３７６百万円 
預入期間が３か月を超える 

定期預金 △４１５百万円 
現金及び現金同等物 ９６０百万円 

 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 
  （平成１４年３月３１日現在） 
現金及び預金勘定 ２，８６１百万円 
預入期間が３か月を超える 

定期預金 △９６９百万円 
現金及び現金同等物 １，８９２百万円 
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(東海リース株式会社) 
（税効果会計関係） 

当 連 結 会 計 年 度 
平成１５年３月３１日 

前 連 結 会 計 年 度 
平成１４年３月３１日 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 
未実現利益消去  １４５百万円 
リース用資産除却による 
減価償却超過額  ４７百万円 
賞与引当金損金算入限度超過額  ３百万円 
繰越欠損金 ２，７４２百万円 
退職給付引当金損金不算入額  ６６百万円 
その他有価証券評価差額金 ２５百万円 
その他 ６百万円 
繰延税金資産小計 ３，０３７百万円 
評価性引当額  △２，８８８百万円 

繰延税金負債との相殺額  △８３百万円 
繰延税金資産合計 ６４百万円 
繰延税金負債 
固定資産圧縮記帳積立金  ３０百万円 
土地評価差額  ８３百万円 
繰延税金負債小計 １１４百万円 
繰延税金資産との相殺額  △８３百万円 
繰延税金負債合計 ３０百万円 

 
繰延税金資産の計算に使用した法定実効税率は、地方税

法の改正（平成１６年４月１日以降開始事業年度より法人

事業税に外形標準課税を導入）に伴い、当連結会計年度に

おける一時差異のうち、平成１６年３月末までに解消が予

定されるものは４２．０％、平成１６年４月以降に解消が

予定されるものは４０．６％であります。この税率の変更

による影響は僅少であります。 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 
未実現利益消去  １７０百万円 
リース用資産除却による 
減価償却超過額  １３２百万円 
賞与引当金損金算入限度超過額  ２０百万円 
繰越欠損金 ２，７７５百万円 
退職給付引当金損金不算入額  ３９百万円 
その他有価証券評価差額金 １５百万円 
その他 １０百万円 
繰延税金資産小計 ３，１６３百万円 
評価性引当額  △２，９９３百万円 

繰延税金負債との相殺額  △８３百万円 
繰延税金資産合計 ８６百万円 
繰延税金負債 
固定資産圧縮記帳積立金  ３２百万円 
土地評価差額  ８３百万円 
繰延税金負債小計 １１６百万円 
繰延税金資産との相殺額  △８３百万円 
繰延税金負債合計 ３２百万円 
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(東海リース株式会社) 
（リース取引関係）  
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 
１.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額  
 当連結会計年度  前連結会計年度 
 取 得 価 額 相 当 額 ２９８百万円  ２８７百万円 
 減価償却累計額相当額  １８７百万円  １２８百万円 
 期 末 残 高 相 当 額 １１１百万円  １５９百万円 

上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」であります。  
（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

 
２.未経過リース料期末残高相当額  

 当連結会計年度  前連結会計年度 
 １ 年 以 内 ５９百万円 ５７百万円 
 １ 年 超 ５１百万円 １０１百万円 
 合 計 １１１百万円  １５９百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

 
３.支払リース料及び減価償却費相当額 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
 支 払 リ ー ス 料 ５９百万円 ５６百万円 
 減 価 償 却 費 相 当 額 ５９百万円 ５６百万円 

 
４.減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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(東海リース株式会社) 
８．セ  グ  メ  ン  ト  情  報 

 
（１）事業の種類別セグメント情報 
当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という単一の事業

を営んでおり、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。 

 
（２）所在地別セグメント情報 
全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超え

ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
（３）海外売上高  
海外売上高が連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。 

 
９．受注及び販売の状況 

 
（１）受注の状況 （単位：百万円） 

期中契約高 期中契約実行高  
期 別 

 

期首 
契約残高 金 額 

前年 
同期比 

金 額 
前年 
同期比 

期末 
契約残高 

期末契約残高の

うちリース期間

未経過契約高 

当連結会計年度 
(平成15年3月31日) 

3,900 
(1,340) 

11,667 

％ 

79.8 
 

12,781 

％ 

90.8 
 

2,786 
(840) 

1,945 

（注） １．(    )の数字は内数で、工事未着手の契約高であります。 
２．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 
（２）販売実績 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１４年 ４月 １日 
至 平成１５年 ３月３１日 

期 別 

 
 
区 分 金 額 構 成 比 前年同期比 

 
仮 設 建 物 部 門 
什 器 備 品 部 門 
ユ ニ ッ ト ハ ウ ス 部 門 

 
７，８２２ 
３，１６６ 
１，７９２ 

％ 
６１．２ 
２４．８ 
１４．０ 

％ 
８９．４ 
９９．６ 
１０６．８ 

合 計 １２，７８１ １００．０ ９０．８ 

（注） １．仮設建物販売部門には、輸出売上が８百万円含まれております。 
 ２．記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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(東海リース株式会社) 
１０．有価証券の時価等 
（１）その他有価証券で時価のあるもの  （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 
（平成１５年３月３１日） 

前 連 結 会 計 年 度 
（平成１４年３月３１日） 

区 分 

取得原価 
連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額 
差 額 取得原価 

連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額 
差 額 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 

 
株 式 

 

 
 
 
 
１ 

 

 
 
 
 
３ 

 

 
 
 
 
１ 

 

 
 
 
 
１１ 

 

 
 
 
 
１３ 

 

 
 
 
 
２ 

 

小 計 １ ３ １ １１ １３ ２ 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 

 
株 式 

 

 
 
 
 
 

２７９ 

 

 
 
 
 
 

２１２ 

 

 
 
 
 
 

△６６ 

 

 
 
 
 
 

３６４ 

 

 
 
 
 
 

３２５ 

 

 
 
 
 
 

△３８ 

 

小 計 ２７９ ２１２ △６６ ３６４ ３２５ △３８ 

計 ２８１ ２１６ △６５ ３７５ ３３９ △３６ 

（注）取得原価が著しく下落している銘柄については以下のとおり減損処理をしております。 
当連結会計年度  ９５百万円    前連結会計年度  ３３３百万円 

 
（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

 
当連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 
前連結会計年度（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） 
売却損益の合計額の金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 
 
（３）時価評価されていない有価証券 
 （単位：百万円） 

区 分 
当連結会計年度 

（平成１５年３月３１日） 
前連結会計年度 

（平成１４年３月３１日） 

その他有価証券 
非上場株式 

（店頭売買株式を除く） 
０ ０ 

計 ０ ０ 

 
 
 
１１．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
該当事項はありません。 

 
１２．関連当事者との取引  
該当事項はありません。 
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(東海リース株式会社) 
１３．退職給付関係  

当連結会計年度 
自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

前連結会計年度 
自 平成１３年４月 １日 
至 平成１４年３月３１日 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度を設けております。 

 
２．退職給付債務に関する事項(平成 15年 3月 31日現在) 

(単位：百万円) 
(1)退職給付債務 △943 
(2)年金資産 392 
(3)未積立退職給付債務(1)+(2) △550 
(4)会計基準変更時差異の未処理額  317 
(5)未認識数理計算上の差異  69 

(6)未認識過去勤務債務 ― 
(7)連結貸借対照表計上額純額  △163 

(3)+(4)+(5)+(6) 
(8)前払年金資産 ― 
(9)退職給付引当金(7)―(8) △163 

 
（注） 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡
便法を採用しております。 

 
３．退職給付費用に関する事項 

(自 平成 14年 4月 1日 至 平成 15年 3月 31日) 
(単位：百万円) 

(1)勤務費用 67 
(2)利息費用 25 
(3)期待運用収益(減算) 9 

(4)会計基準変更時差異の費用処理額 25 
(5)過去勤務債務の費用処理額  ― 
(6)数理計算上の差異の費用処理額  22 
(7)退職給付費用  

(1)+(2)-(3)+(4)+(5)+(6) 132 
 
（注） 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用
は(1)勤務費用に計上しております。 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)割引率 ２．５％ 
(2)期待運用収益率 ２．５％ 
(3)退職給付見込額の期間配分法  期間定額基準 
(4)数理計算上の差異の処理年数  ５年 
(5)会計基準変更時差異の処理年数  １５年 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、

適格退職年金制度を設けております。 

 
２．退職給付債務に関する事項(平成 14年 3月 31日現在) 

(単位：百万円) 
(1)退職給付債務 △882 
(2)年金資産 382 
(3)未積立退職給付債務(1)+(2) △500 
(4)会計基準変更時差異の未処理額  344 
(5)未認識数理計算上の差異  61 

(6)未認識過去勤務債務 ― 
(7)連結貸借対照表計上額純額  △94 

(3)+(4)+(5)+(6) 
(8)前払年金資産 0 
(9)退職給付引当金(7)―(8) △94 

 
（注） 国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡
便法を採用しております。 

 
３．退職給付費用に関する事項 

(自 平成 13年 4月 1日 至 平成 14年 3月 31日) 
(単位：百万円) 

(1)勤務費用 64 
(2)利息費用 24 
(3)期待運用収益(減算) 11 

(4)会計基準変更時差異の費用処理額 25 
(5)過去勤務債務の費用処理額  ― 
(6)数理計算上の差異の費用処理額  18 
(7)退職給付費用  

(1)+(2)-(3)+(4)+(5)+(6) 121 
 
（注） 簡便法を採用している国内連結子会社の退職給付費用
は(1)勤務費用に計上しております。 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

(1)割引率 ３％ 
(2)期待運用収益率 ３％ 
(3)退職給付見込額の期間配分法  期間定額基準 
(4)数理計算上の差異の処理年数  ５年 
(5)会計基準変更時差異の処理年数  １５年 

 


